
生存権保障の具体化としての貧困の排除 
                         （竹下義樹） 

 
１ 憲法の理念に即した生存権保障と貧困の排除 

（１）憲法２５条の具体化としての社会保障 

（２）生存権の内実としての個人の尊厳ないし自己実現の権利を保障した憲法

１３条 

（３）生存権保障としての労働の権利（憲法２７条） 

（４）貧困の温存は基本的人権の侵害であり（憲法１３条違反）、貧困と社会的

格差は憲法１４条違反 

 
２ 生存権保障ないし最後のセーフティネットとしての生活保護制度 

（１）生活保護は十分に機能しているか。機能不全を起こしているとすればそ

れはなぜか。使いやすく出やすい生活保護こそが本来の機能であり、それが

阻害されていることこそが機能不全の原因である。 

（２）生活保護をめぐる争訟が急増しているのはなぜか。生活保護の原理原則

が遵守されていないことから生ずる争訟事件。 

（３）現在の保護基準の妥当性 

ア OECD による貧困の定義の意義と妥当性 

イ これまでに理論化され、あるいは明確にされてきた貧困論は、現代社会、

とりわけ現代の日本にどのような成果をもたらし、どのように影響を与え

てきたか。 

（４）現行生活保護法の発展としての日弁連生活保護法改正要綱案（別紙パン

フレット）。 

 
３ 生活保護以外の社会保障 

（１）生活保護以外の社会保障の充実（住宅保障、教育保障、保育保障、医療

保障、障害者福祉、高齢者福祉など） 

（２）社会保険の位置づけとその役割 

（３）第２のセーフティネットにおける問題点。現在「第２のセーフティネッ
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ト」と呼ばれている制度は生活保護の適用を排除することが目的であったり、

生活保護以下の水準に設定された水準であるため、十分な役割を果たしてい

ない。 

（４）最低賃金と社会保障。労働による生存権保障は憲法２５条に先んずる保

障でなければならない。 

（５）年金の役割 

（６）社会的弱者にとってのナショナルミニマムの位置づけ（高齢者、障害者、

一人親、子ども、在住外国人、その他） 

（７）医療、教育、住宅、障害者福祉、高齢者福祉などにおけるナショナルミ

ニマムとマキシマムの一体性 

（８）保護基準は社会保障水準に連動している（別紙生活保護法的支援ハンド

ブック中の吉永論文） 

 
４ 個別事案にみる貧困と生存権の侵害 

（１）訴訟に現れた貧困 

（２）なぜわが国において餓死者が発生し、経済的理由（要因）による自殺者

が多発しているのか。 

（３）原告が求めた人間らしさとは何か 

 
５ ナショナルミニマムの確定とその実現 

（１）前記１ないし４を踏まえて、わが国におけるナショナルミニマムを本研

究会として提案し、これを法定化するか、憲章として確定させる。 

（２）確定したナショナルミニマムに基づき、保護基準をはじめとする社会保

障における各基準の見直し作業を行う。その際、各制度ごとに利用者（当事

者）の意見を反映するための当事者参画のシステムが必要であり、民主的コ

ントロールとしての国会による関与が必要である。 

（３）ナショナルミニマムの周知徹底。確定されたナショナルミニマム（保護

基準を含む）は広く国民に広報され、国民の意識（認識）を高揚させ、国民

のコンセンサスを確立することが必要である。 










